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川崎市手数料条例 改正概要

１ 建築計画概要書等の写しの交付に係る手数料（第２条第２３６号）の新設 

（１）手数料新設の考え方 

・現在建築計画概要書等の写しの交付にあたっては、複写料金（実費相当額）を徴収し

ているが、平成２６年に策定された「使用料・手数料の設定基準」に基づき、全庁的

な使用料・手数料の見直しを進める中で、受益と負担の適正化の観点から、手数料を

新設するもの 

（２）建築計画概要書等の写しの交付の現状 

・建築基準法第９３条の２に書類の閲覧をさせなければならないと規定されており、建築

基準法施行規則（以下「省令」という。）で第１１条の４第１項第１号から第８号の書

類が具体的に定められている。川崎市ではこのうち、第１号から第６号について、川崎

市建築計画概要書等の閲覧に関する規則（以下「規則」という。）により、閲覧の用に

供することを定めている。（表１参照） 

・規則に基づき閲覧申請された書類については、建築計画概要書等複写サービス取扱要綱

により、写しの交付ができることを定めており、複写料金は１面１０円（実費相当額）

としている。 

・年間の申請件数は２万件を超え、窓口での物件の特定に時間がかかることが多く、かか

る経費に見合わない収入となっている。（表２参照） 

表１：【建築計画概要書等一覧】 

1 号 建築計画概要書 
・建築物の確認申請の際に、建築主が、建築主事等に提出する書類 

・建築主、設計者、建築面積、配置図等が記載されている。 

2 号 築造計画概要書 
・工作物の確認申請の際に、築造主が、建築主事等に提出する書類 

・築造主、設計者、築造面積、配置図等が記載されている。 

3 号 定期調査報告概要書 

・映画館、病院、百貨店等の建築物のうち一定のものについて、所有者等が、定

期的に専門技術を有する資格者に所定の項目を調査させ、市長に報告する際に

提出する書類 

・所有者、管理者、不具合の内容等が記載されている。 

4 号 定期検査報告概要書 

・昇降機及び一定の建築設備等について、所有者等が、定期的に専門技術を有す

る資格者に所定の項目を検査させ、市長に報告する際に提出する書類 

・所有者、管理者、不具合の内容等が記載されている。 

5 号 処分等概要書 
・建築計画概要書又は築造計画概要書に係る建築物又は工作物の建築確認、中間

検査、完了検査の年月日等が記載されている書類 

6 号 全体計画概要書 

・既存不適格建築物に係る全体計画認定制度を適用して建築物を建築しようとす

る場合に、建築主が、認定申請の際に市長に提出する書類 

・建築主、設計者、配置図、全体計画認定年月日等が記載されている。 

※川崎市において現在全体計画認定を受けている物件は１件のみ 
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表２：【建築計画概要書等写しの交付の実績等】 

（３）新設する手数料の概要 

   ・対象：省令第１１条の４第１項第１号から第６号の各概要書の写しの交付 

・金額：写しの交付 １件あたり３００円（現行は１面１０円） 

●上記表２の各年度の交付実績から原価計算を行うと、１件あたりの金額は次のとおり。 

平成２５年度：３３９円 

平成２６年度：３５１円 

●建築計画概要書と同様の手続きにより交付をしている建築確認等台帳記載証明書に

係る手数料が１件３００円であることや、他都市における手数料の状況等も踏まえ設

定（表３参照） 

表３：【手数料化している他都市（政令市・神奈川県）の状況】 

都市名 1 件あたりの金額 

堺市 200 円 

大阪市 250 円 

神戸市・岡山市・熊本市 300 円 

さいたま市・神奈川県 400 円 

・交付の単位 

省令第１１条の４第１項第１号から第６号の書類ごとに１件とする。ただし、  

第５号「処分等概要書」と第１号「建築計画概要書」又は第２号「築造計画概要書」

が同時に申請される場合は、合わせて１件とみなす。 

２ その他の改正内容 

・建築計画概要書等の写しの交付に係る条例第２条第２３６号を新設することに伴い、改正

前の条例第２条第２３６号から第２８０号までの各号を１号ずつ繰り下げるなど、所要の

整備を行うもの 

３ 施行期日：平成２９年４月１日 

年度 

申請 
支出 

（千円） 

Ａ 

収入 

（千円） 

Ｂ 

受益者 

負担割合

（％） 

Ｂ／Ａ 

件数 枚数 

1件あたり平均 

枚数 金額 

平成25年度 21,465 94,506

約 4枚 約 40 円 

7,297 946 12.9 

平成26年度 23,649 101,292 8,303 1,012 12.1 
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川崎市手数料条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

 ○川崎市手数料条例  ○川崎市手数料条例 

昭和 25 年３月 29 日条例第６号 昭和 25 年３月 29 日条例第６号

第１条 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第

227 条の規定により徴収する手数料は、別に定

めるもののほか、この条例の定めるところによ

る。 

第１条 地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第

227 条の規定により徴収する手数料は、別に定

めるもののほか、この条例の定めるところによ

る。 

第２条 手数料は、次の種別に従い、請求、交付

又は検査の際、請求者から徴収する。ただし、

第265号の手数料については、月ごとに徴収す

ることができる。 

第２条 手数料は、次の種別に従い、請求、交付

又は検査の際、請求者から徴収する。ただし、

第264号の手数料については、月ごとに徴収す

ることができる。 

(１) ～ (131) 略 (１) ～ (131) 略

(132) 食品衛生法第52条第１項の規定に基づ

く第98号から前号までに掲げる営業の許可

を受けた者が、当該許可の有効期間の満了に

際し引き続き同一の営業の許可を受けよう

とする場合の申請に対する審査 １件につ

き 第98号から前号までに掲げる営業の区

分に応じ当該各号に規定する額に２分の１

を乗じて得た額 

(132) 食品衛生法第52条第１項の規定に基づ

く第96号から前号までに掲げる営業の許可

を受けた者が、当該許可の有効期間の満了に

際し引き続き同一の営業の許可を受けよう

とする場合の申請に対する審査 １件につ

き 第96号から前号までに掲げる営業の区

分に応じ当該各号に規定する額に２分の１

を乗じて得た額 

(133) 食品衛生法第52条第１項の規定に基づ

く第98号から第131号までに掲げる営業の５

月以内の短期間の営業の許可の申請に対す

る審査 １件につき 第98号から第131号ま

でに掲げる営業の区分に応じ当該各号に規

定する額に２分の１を乗じて得た額 

(133) 食品衛生法第52条第１項の規定に基づ

く第96号から第129号までに掲げる営業の５

月以内の短期間の営業の許可の申請に対す

る審査 １件につき 第96号から第129号ま

でに掲げる営業の区分に応じ当該各号に規

定する額に２分の１を乗じて得た額 

(134) ～ (235) 略 (134) ～ (235) 略 

(236) 建築基準法施行規則（昭和２５年建設

省令第４０号）第１１条の４第１項第１号か

ら第６号までに掲げる書類（以下「建築計画

概要書等」という。）の写しの交付 １件に

つき ３００円 

１の建築計画概要書等ごとに１件とする。

ただし、建築基準法施行規則第１１条の４第

１項第５号に掲げる処分等概要書の写しと

当該処分等概要書に係る同項第１号又は第

２号に掲げる建築計画概要書又は築造計画

概要書の写しの交付の申請が同時に行われ

(新設) 

参考資料１ 



4 

改正後 改正前 

る場合は、１件とみなす。 

(237) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第

29条第１項の規定に基づく開発行為の許可

の申請に対する審査 

(236) 都市計画法（昭和43年法律第100号）第

29条第１項の規定に基づく開発行為の許可

の申請に対する審査 

ア 主として自己の居住の用に供する住宅

の建築の用に供する目的で行う開発行為

の場合 

ア 主として自己の居住の用に供する住宅

の建築の用に供する目的で行う開発行為

の場合 

(ア) 開発区域の面積が0.1ヘクタール未

満のとき。 １件につき 8,600円 

(ア) 開発区域の面積が0.1ヘクタール未

満のとき。 １件につき 8,600円 

(イ) 開発区域の面積が0.1ヘクタール以

上0.3ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 22,000円 

(イ) 開発区域の面積が0.1ヘクタール以

上0.3ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 22,000円 

(ウ) 開発区域の面積が0.3ヘクタール以

上0.6ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 43,000円 

(ウ) 開発区域の面積が0.3ヘクタール以

上0.6ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 43,000円 

(エ) 開発区域の面積が0.6ヘクタール以

上１ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 86,000円 

(エ) 開発区域の面積が0.6ヘクタール以

上１ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 86,000円 

(オ) 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 130,000円 

(オ) 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 130,000円 

(カ) 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 170,000円 

(カ) 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 170,000円 

(キ) 開発区域の面積が６ヘクタール以

上10ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 220,000円 

(キ) 開発区域の面積が６ヘクタール以

上10ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 220,000円 

(ク) 開発区域の面積が10ヘクタール以

上のとき。 １件につき 300,000円 

(ク) 開発区域の面積が10ヘクタール以

上のとき。 １件につき 300,000円 

イ 主として、住宅以外の建築物で自己の業

務の用に供するものの建築又は自己の業

務の用に供する特定工作物の建設の用に

供する目的で行う開発行為の場合 

イ 主として、住宅以外の建築物で自己の業

務の用に供するものの建築又は自己の業

務の用に供する特定工作物の建設の用に

供する目的で行う開発行為の場合 

(ア) 開発区域の面積が0.1ヘクタール未

満のとき。 １件につき 13,000円 

(ア) 開発区域の面積が0.1ヘクタール未

満のとき。 １件につき 13,000円 

(イ) 開発区域の面積が0.1ヘクタール以

上0.3ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 30,000円 

(イ) 開発区域の面積が0.1ヘクタール以

上0.3ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 30,000円 

(ウ) 開発区域の面積が0.3ヘクタール以 (ウ) 開発区域の面積が0.3ヘクタール以
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改正後 改正前 

上0.6ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 65,000円 

上0.6ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 65,000円 

(エ) 開発区域の面積が0.6ヘクタール以

上１ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 120,000円 

(エ) 開発区域の面積が0.6ヘクタール以

上１ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 120,000円 

(オ) 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 200,000円 

(オ) 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 200,000円 

(カ) 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 270,000円 

(カ) 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 270,000円 

(キ) 開発区域の面積が６ヘクタール以

上10ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 340,000円 

(キ) 開発区域の面積が６ヘクタール以

上10ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 340,000円 

(ク) 開発区域の面積が10ヘクタール以

上のとき。 １件につき 480,000円 

(ク) 開発区域の面積が10ヘクタール以

上のとき。 １件につき 480,000円 

ウ ア及びイ以外の開発行為の場合 ウ ア及びイ以外の開発行為の場合 

(ア) 開発区域の面積が0.1ヘクタール未

満のとき。 １件につき 86,000円 

(ア) 開発区域の面積が0.1ヘクタール未

満のとき。 １件につき 86,000円 

(イ) 開発区域の面積が0.1ヘクタール以

上0.3ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 130,000円 

(イ) 開発区域の面積が0.1ヘクタール以

上0.3ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 130,000円 

(ウ) 開発区域の面積が0.3ヘクタール以

上0.6ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 190,000円 

(ウ) 開発区域の面積が0.3ヘクタール以

上0.6ヘクタール未満のとき。 １件に

つき 190,000円 

(エ) 開発区域の面積が0.6ヘクタール以

上１ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 260,000円 

(エ) 開発区域の面積が0.6ヘクタール以

上１ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 260,000円 

(オ) 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 390,000円 

(オ) 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 390,000円 

(カ) 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 510,000円 

(カ) 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 510,000円 

(キ) 開発区域の面積が６ヘクタール以

上10ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 660,000円 

(キ) 開発区域の面積が６ヘクタール以

上10ヘクタール未満のとき。 １件につ

き 660,000円 

(ク) 開発区域の面積が10ヘクタール以

上のとき。 １件につき 870,000円 

(ク) 開発区域の面積が10ヘクタール以

上のとき。 １件につき 870,000円 
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改正後 改正前 

(238) 都市計画法第35条の２の規定に基づく

開発行為の変更許可の申請に対する審査

１件につき アからウまでに掲げる額を合

算した額。ただし、その額が870,000円を超

えるときは、870,000円 

(237) 都市計画法第35条の２の規定に基づく

開発行為の変更許可の申請に対する審査

１件につき アからウまでに掲げる額を合

算した額。ただし、その額が870,000円を超

えるときは、870,000円 

ア 開発行為に関する設計の変更（イのみに

該当する場合を除く。）については、開発

区域の面積（イに規定する変更を伴う場合

にあっては変更前の開発区域の面積、開発

区域の縮小を伴う場合にあっては縮小後

の開発区域の面積）に応じ前号に規定する

額に10分の１を乗じて得た額 

ア 開発行為に関する設計の変更（イのみに

該当する場合を除く。）については、開発

区域の面積（イに規定する変更を伴う場合

にあっては変更前の開発区域の面積、開発

区域の縮小を伴う場合にあっては縮小後

の開発区域の面積）に応じ前号に規定する

額に10分の１を乗じて得た額 

イ 新たな土地の開発区域への編入に係る

都市計画法第30条第１項第１号から第４

号までに掲げる事項の変更については、新

たに編入される開発区域の面積に応じ前

号に規定する額 

イ 新たな土地の開発区域への編入に係る

都市計画法第30条第１項第１号から第４

号までに掲げる事項の変更については、新

たに編入される開発区域の面積に応じ前

号に規定する額 

ウ その他の変更については、10,000円 ウ その他の変更については、10,000円 

(239) 都市計画法第41条第２項ただし書（同

法第35条の２第４項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく建築の許可の申請

に対する審査 １件につき 46,000円 

(238) 都市計画法第41条第２項ただし書（同

法第35条の２第４項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく建築の許可の申請

に対する審査 １件につき 46,000円 

(240) 都市計画法第42条第１項ただし書の規

定に基づく建築等の許可の申請に対する審

査 １件につき 26,000円 

(239) 都市計画法第42条第１項ただし書の規

定に基づく建築等の許可の申請に対する審

査 １件につき 26,000円 

(241) 都市計画法第43条の規定に基づく建築

等の許可の申請に対する審査 

(240) 都市計画法第43条の規定に基づく建築

等の許可の申請に対する審査 

ア 敷地の面積が0.1ヘクタール未満のと

き。 １件につき 6,900円 

ア 敷地の面積が0.1ヘクタール未満のと

き。 １件につき 6,900円 

イ 敷地の面積が0.1ヘクタール以上0.3ヘ

クタール未満のとき。 １件につき

18,000円 

イ 敷地の面積が0.1ヘクタール以上0.3ヘ

クタール未満のとき。 １件につき

18,000円 

ウ 敷地の面積が0.3ヘクタール以上0.6ヘ

クタール未満のとき。 １件につき

39,000円 

ウ 敷地の面積が0.3ヘクタール以上0.6ヘ

クタール未満のとき。 １件につき

39,000円 

エ 敷地の面積が0.6ヘクタール以上１ヘク

タール未満のとき。 １件につき 69,000

円 

エ 敷地の面積が0.6ヘクタール以上１ヘク

タール未満のとき。 １件につき 69,000

円 

オ 敷地の面積が１ヘクタール以上のとき。 オ 敷地の面積が１ヘクタール以上のとき。
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改正後 改正前 

１件につき 97,000円 １件につき 97,000円 

(242) 都市計画法第45条の規定に基づく開発

許可を受けた地位の承継の承認申請に対す

る審査 

(241) 都市計画法第45条の規定に基づく開発

許可を受けた地位の承継の承認申請に対す

る審査 

ア 承認申請をする者が行おうとする開発

行為が、主として自己の居住の用に供する

住宅の建築の用に供する目的で行うもの

又は主として、住宅以外の建築物で自己の

業務の用に供するものの建築若しくは自

己の業務の用に供する特定工作物の建設

の用に供する目的で行うものであって開

発区域の面積が１ヘクタール未満のもの

である場合 １件につき 1,700円 

ア 承認申請をする者が行おうとする開発

行為が、主として自己の居住の用に供する

住宅の建築の用に供する目的で行うもの

又は主として、住宅以外の建築物で自己の

業務の用に供するものの建築若しくは自

己の業務の用に供する特定工作物の建設

の用に供する目的で行うものであって開

発区域の面積が１ヘクタール未満のもの

である場合 １件につき 1,700円 

イ 承認申請をする者が行おうとする開発

行為が、主として、住宅以外の建築物で自

己の業務の用に供するものの建築又は自

己の業務の用に供する特定工作物の建設

の用に供する目的で行うものであって開

発区域の面積が１ヘクタール以上のもの

である場合 １件につき 2,700円 

イ 承認申請をする者が行おうとする開発

行為が、主として、住宅以外の建築物で自

己の業務の用に供するものの建築又は自

己の業務の用に供する特定工作物の建設

の用に供する目的で行うものであって開

発区域の面積が１ヘクタール以上のもの

である場合 １件につき 2,700円 

ウ 承認申請をする者か行おうとする開発

行為がア及びイ以外のものである場合

１件につき 17,000円 

ウ 承認申請をする者か行おうとする開発

行為がア及びイ以外のものである場合

１件につき 17,000円 

(243) 都市計画法第47条第５項の規定に基づ

く開発登録簿の写しの交付 用紙１枚につ

き 470円 

(242) 都市計画法第47条第５項の規定に基づ

く開発登録簿の写しの交付 用紙１枚につ

き 470円 

(244) 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191

号）第８条第１項の規定に基づく宅地造成に

関する工事の許可の申請に対する審査 

(243) 宅地造成等規制法（昭和36年法律第191

号）第８条第１項の規定に基づく宅地造成に

関する工事の許可の申請に対する審査 

ア 切土又は盛土をする土地の面積が500平

方メートル以内のもの １件につき

12,000円 

ア 切土又は盛土をする土地の面積が500平

方メートル以内のもの １件につき

12,000円 

イ 切土又は盛土をする土地の面積が500平

方メートルを超え1,000平方メートル以内

のもの １件につき 21,000円 

イ 切土又は盛土をする土地の面積が500平

方メートルを超え1,000平方メートル以内

のもの １件につき 21,000円 

ウ 切土又は盛土をする土地の面積が1,000

平方メートルを超え2,000平方メートル以

内のもの １件につき 31,000円 

ウ 切土又は盛土をする土地の面積が1,000

平方メートルを超え2,000平方メートル以

内のもの １件につき 31,000円 

エ 切土又は盛土をする土地の面積が2,000 エ 切土又は盛土をする土地の面積が2,000
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改正後 改正前 

平方メートルを超え5,000平方メートル以

内のもの １件につき 47,000円 

平方メートルを超え5,000平方メートル以

内のもの １件につき 47,000円 

オ 切土又は盛土をする土地の面積が5,000

平方メートルを超え10,000平方メートル

以内のもの １件につき 67,000円 

オ 切土又は盛土をする土地の面積が5,000

平方メートルを超え10,000平方メートル

以内のもの １件につき 67,000円 

カ 切土又は盛土をする土地の面積が

10,000平方メートルを超え20,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 110,000

円 

カ 切土又は盛土をする土地の面積が

10,000平方メートルを超え20,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 110,000

円 

キ 切土又は盛土をする土地の面積が

20,000平方メートルを超え40,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 170,000

円 

キ 切土又は盛土をする土地の面積が

20,000平方メートルを超え40,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 170,000

円 

ク 切土又は盛土をする土地の面積が

40,000平方メートルを超え70,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 250,000

円 

ク 切土又は盛土をする土地の面積が

40,000平方メートルを超え70,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 250,000

円 

ケ 切土又は盛土をする土地の面積が

70,000平方メートルを超え100,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 340,000

円 

ケ 切土又は盛土をする土地の面積が

70,000平方メートルを超え100,000平方メ

ートル以内のもの １件につき 340,000

円 

コ 切土又は盛土をする土地の面積が

100,000平方メートルを超えるもの １件

につき 420,000円 

コ 切土又は盛土をする土地の面積が

100,000平方メートルを超えるもの １件

につき 420,000円 

(245) 宅地造成等規制法第12条第１項の規定

に基づく宅地造成に関する工事の計画の変

更許可の申請に対する審査 １件につき

ア及びイに掲げる額を合算した額。ただし、

その額が420,000円を超えるときは、420,000

円 

(244) 宅地造成等規制法第12条第１項の規定

に基づく宅地造成に関する工事の計画の変

更許可の申請に対する審査 １件につき

ア及びイに掲げる額を合算した額。ただし、

その額が420,000円を超えるときは、420,000

円 

ア 宅地造成に関する工事の設計の変更（イ

のみに該当する場合を除く。）については、

切土又は盛土をする土地の面積（イに規定

する変更を伴う場合にあっては変更前の

切土又は盛土をする土地の面積、切土又は

盛土をする土地の面積の減少を伴う場合

にあっては減少後の切土又は盛土をする

土地の面積）に応じ前号に規定する額に10

分の１を乗じて得た額 

ア 宅地造成に関する工事の設計の変更（イ

のみに該当する場合を除く。）については、

切土又は盛土をする土地の面積（イに規定

する変更を伴う場合にあっては変更前の

切土又は盛土をする土地の面積、切土又は

盛土をする土地の面積の減少を伴う場合

にあっては減少後の切土又は盛土をする

土地の面積）に応じ前号に規定する額に10

分の１を乗じて得た額 
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イ 新たな切土又は盛土をする土地の追加

による宅地造成に関する工事の設計の変

更については、新たに追加される切土又は

盛土をする土地の面積に応じ前号に規定

する額 

イ 新たな切土又は盛土をする土地の追加

による宅地造成に関する工事の設計の変

更については、新たに追加される切土又は

盛土をする土地の面積に応じ前号に規定

する額 

(246) 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成20年法律第87号。以下「長期優良住

宅普及促進法」という。）第５条第１項から

第３項までの規定に基づく同条第１項に規

定する長期優良住宅建築等計画（以下「長期

優良住宅建築等計画」という。）の認定の申

請（以下この号及び次号において「認定申請」

という。）に対する審査 

(245) 長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成20年法律第87号。以下「長期優良住

宅普及促進法」という。）第５条第１項から

第３項までの規定に基づく同条第１項に規

定する長期優良住宅建築等計画（以下「長期

優良住宅建築等計画」という。）の認定の申

請（以下この号及び次号において「認定申請」

という。）に対する審査 

ア 認定申請に係る長期優良住宅建築等計

画が長期優良住宅普及促進法第６条第１

項各号に掲げる基準に適合する旨を住宅

の品質確保の促進等に関する法律（平成11

年法律第81号。以下「住宅品質確保法」と

いう。）第５条第１項に規定する登録住宅

性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機

関」という。）が証する書類が当該認定申

請に係る申請書に添付されている場合 

ア 認定申請に係る長期優良住宅建築等計

画が長期優良住宅普及促進法第６条第１

項各号に掲げる基準に適合する旨を住宅

の品質確保の促進等に関する法律（平成11

年法律第81号。以下「住宅品質確保法」と

いう。）第５条第１項に規定する登録住宅

性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機

関」という。）が証する書類が当該認定申

請に係る申請書に添付されている場合 

１件につき 次に掲げる当該認定申請

に係る建築物又は建築物の部分（以下この

号において「申請建築物等」という。）の

当該長期優良住宅建築等計画の区分に応

じ次に規定する額を当該申請建築物等に

ついて同時に認定申請をする住戸の数の

合計数（以下この号において「同時申請戸

数」という。）で除して得た額（100円未

満の端数があるときは、これを切り捨て

る。） 

１件につき 次に掲げる当該認定申請

に係る建築物又は建築物の部分（以下この

号において「申請建築物等」という。）の

当該長期優良住宅建築等計画の区分に応

じ次に規定する額を当該申請建築物等に

ついて同時に認定申請をする住戸の数の

合計数（以下この号において「同時申請戸

数」という。）で除して得た額（100円未

満の端数があるときは、これを切り捨て

る。） 

(ア) 申請建築物等の新築に係るもの

次に掲げる申請建築物等の住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 申請建築物等の新築に係るもの

次に掲げる申請建築物等の住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

ａ １戸 6,000円 ａ １戸 6,000円 

ｂ ２戸以上５戸以下 12,000円 ｂ ２戸以上５戸以下 12,000円 

ｃ ６戸以上10戸以下 21,000円 ｃ ６戸以上10戸以下 21,000円 

ｄ 11戸以上30戸以下 31,000円 ｄ 11戸以上30戸以下 31,000円 
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ｅ 31戸以上50戸以下 58,000円 ｅ 31戸以上50戸以下 58,000円 

ｆ 51戸以上100戸以下 99,000円 ｆ 51戸以上100戸以下 99,000円 

ｇ 101戸以上200戸以下 160,000円 ｇ 101戸以上200戸以下 160,000円 

ｈ 201戸以上300戸以下 200,000円 ｈ 201戸以上300戸以下 200,000円 

ｉ 301戸以上 210,000円 ｉ 301戸以上 210,000円 

(イ) 申請建築物等の増築又は改築に係

るもの 次に掲げる申請建築物等の住

戸の総数の区分に応じ次に規定する額 

(イ) 申請建築物等の増築又は改築に係

るもの 次に掲げる申請建築物等の住

戸の総数の区分に応じ次に規定する額 

ａ １戸 9,100円 ａ １戸 9,100円 

ｂ ２戸以上５戸以下 18,000円 ｂ ２戸以上５戸以下 18,000円 

ｃ ６戸以上10戸以下 32,000円 ｃ ６戸以上10戸以下 32,000円 

ｄ 11戸以上30戸以下 46,000円 ｄ 11戸以上30戸以下 46,000円 

ｅ 31戸以上50戸以下 87,000円 ｅ 31戸以上50戸以下 87,000円 

ｆ 51戸以上100戸以下 150,000円 ｆ 51戸以上100戸以下 150,000円 

ｇ 101戸以上200戸以下 250,000円 ｇ 101戸以上200戸以下 250,000円 

ｈ 201戸以上300戸以下 300,000円 ｈ 201戸以上300戸以下 300,000円 

ｉ 301戸以上 320,000円 ｉ 301戸以上 320,000円 

イ 申請建築物等に係る住宅品質確保法第

５条第１項に規定する住宅性能評価書（日

本住宅性能表示基準（平成13年国土交通省

告示第1346号）に定める耐震等級（構造躯

（く）体の倒壊等防止に係るものに限る。）

に係る評価が建築基準法施行令第81条第

２項第１号ロに規定する限界耐力計算に

よるものを除く。第248号において同じ。）

が当該認定申請に係る申請書に添付され

ている場合 

イ 申請建築物等に係る住宅品質確保法第

５条第１項に規定する住宅性能評価書（日

本住宅性能表示基準（平成13年国土交通省

告示第1346号）に定める耐震等級（構造躯

（く）体の倒壊等防止に係るものに限る。）

に係る評価が建築基準法施行令第81条第

２項第１号ロに規定する限界耐力計算に

よるものを除く。第247号において同じ。）

が当該認定申請に係る申請書に添付され

ている場合 

１件につき 次に掲げる申請建築物等

の住戸の総数の区分に応じ次に規定する

額を同時申請戸数で除して得た額（100円

未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。） 

１件につき 次に掲げる申請建築物等

の住戸の総数の区分に応じ次に規定する

額を同時申請戸数で除して得た額（100円

未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。） 

(ア) １戸 15,000円 (ア) １戸 15,000円 

(イ) ２戸以上５戸以下 57,000円 (イ) ２戸以上５戸以下 57,000円 

(ウ) ６戸以上10戸以下 92,000円 (ウ) ６戸以上10戸以下 92,000円 

(エ) 11戸以上30戸以下 170,000円 (エ) 11戸以上30戸以下 170,000円 

(オ) 31戸以上50戸以下 300,000円 (オ) 31戸以上50戸以下 300,000円 

(カ) 51戸以上100戸以下 450,000円 (カ) 51戸以上100戸以下 450,000円 

(キ) 101戸以上200戸以下 830,000円 (キ) 101戸以上200戸以下 830,000円 
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(ク) 201戸以上300戸以下 1,100,000円 (ク) 201戸以上300戸以下 1,100,000円 

(ケ) 301戸以上 1,400,000円 (ケ) 301戸以上 1,400,000円 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

１件につき 次に掲げる申請建築物等

の当該長期優良住宅建築等計画の区分に

応じ次に規定する額を同時申請戸数で除

して得た額（100円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。） 

１件につき 次に掲げる申請建築物等

の当該長期優良住宅建築等計画の区分に

応じ次に規定する額を同時申請戸数で除

して得た額（100円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。） 

(ア) 申請建築物等の新築に係るもの

次に掲げる申請建築物等の住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 申請建築物等の新築に係るもの

次に掲げる申請建築物等の住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

ａ １戸 45,000円 ａ １戸 45,000円 

ｂ ２戸以上５戸以下 110,000円 ｂ ２戸以上５戸以下 110,000円 

ｃ ６戸以上10戸以下 170,000円 ｃ ６戸以上10戸以下 170,000円 

ｄ 11戸以上30戸以下 340,000円 ｄ 11戸以上30戸以下 340,000円 

ｅ 31戸以上50戸以下 600,000円 ｅ 31戸以上50戸以下 600,000円 

ｆ 51戸以上100戸以下 1,000,000円 ｆ 51戸以上100戸以下 1,000,000円 

ｇ 101戸以上200戸以下 1,900,000円 ｇ 101戸以上200戸以下 1,900,000円 

ｈ 201戸以上300戸以下 2,700,000円 ｈ 201戸以上300戸以下 2,700,000円 

ｉ 301戸以上 3,400,000円 ｉ 301戸以上 3,400,000円 

(イ) 申請建築物等の増築又は改築に係

るもの 次に掲げる申請建築物等の住

戸の総数の区分に応じ次に規定する額 

(イ) 申請建築物等の増築又は改築に係

るもの 次に掲げる申請建築物等の住

戸の総数の区分に応じ次に規定する額 

ａ １戸 68,000円 ａ １戸 68,000円 

ｂ ２戸以上５戸以下 160,000円 ｂ ２戸以上５戸以下 160,000円 

ｃ ６戸以上10戸以下 260,000円 ｃ ６戸以上10戸以下 260,000円 

ｄ 11戸以上30戸以下 510,000円 ｄ 11戸以上30戸以下 510,000円 

ｅ 31戸以上50戸以下 910,000円 ｅ 31戸以上50戸以下 910,000円 

ｆ 51戸以上100戸以下 1,600,000円 ｆ 51戸以上100戸以下 1,600,000円 

ｇ 101戸以上200戸以下 2,900,000円 ｇ 101戸以上200戸以下 2,900,000円 

ｈ 201戸以上300戸以下 4,100,000円 ｈ 201戸以上300戸以下 4,100,000円 

ｉ 301戸以上 5,000,000円 ｉ 301戸以上 5,000,000円 

(247) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項

後段の規定に基づく建築基準法第６条第１

項の規定による確認の申請書（以下「確認申

請書」という。）の提出が行われた場合にお

ける長期優良住宅普及促進法第５条第１項

から第３項までの規定に基づく認定申請に

対する審査 

(246) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項

後段の規定に基づく建築基準法第６条第１

項の規定による確認の申請書（以下「確認申

請書」という。）の提出が行われた場合にお

ける長期優良住宅普及促進法第５条第１項

から第３項までの規定に基づく認定申請に

対する審査 
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改正後 改正前 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額（第193号に掲げる

場合に該当する場合にあっては同号に掲げ

る場合の区分に応じ同号に規定する額、確認

申請書に係る計画に建築基準法第87条の２

の昇降機に係る部分が含まれる場合にあっ

ては第189号に規定する額に昇降機１基につ

き第193号に掲げる場合の区分に応じ同号に

規定する額を加えた額。第249号において同

じ。）を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額（第193号に掲げる

場合に該当する場合にあっては同号に掲げ

る場合の区分に応じ同号に規定する額、確認

申請書に係る計画に建築基準法第87条の２

の昇降機に係る部分が含まれる場合にあっ

ては第189号に規定する額に昇降機１基につ

き第193号に掲げる場合の区分に応じ同号に

規定する額を加えた額。第248号において同

じ。）を加えた額 

(248) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項

及び同条第２項において準用する長期優良

住宅普及促進法第５条第１項から第３項ま

での規定に基づく長期優良住宅建築等計画

の変更の認定の申請（以下この号から第250

号までにおいて「変更認定申請」という。）

に対する審査 

(247) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項

及び同条第２項において準用する長期優良

住宅普及促進法第５条第１項から第３項ま

での規定に基づく長期優良住宅建築等計画

の変更の認定の申請（以下この号から第249

号までにおいて「変更認定申請」という。）

に対する審査 

ア 変更認定申請に係る長期優良住宅建築

等計画が長期優良住宅普及促進法第６条

第１項各号に掲げる基準に適合する旨を

登録住宅性能評価機関が証する書類が当

該変更認定申請に係る申請書に添付され

ている場合 

ア 変更認定申請に係る長期優良住宅建築

等計画が長期優良住宅普及促進法第６条

第１項各号に掲げる基準に適合する旨を

登録住宅性能評価機関が証する書類が当

該変更認定申請に係る申請書に添付され

ている場合 

１件につき 当該変更認定申請に係る

建築物又は建築物の部分（以下この号にお

いて「申請建築物等」という。）の当該長

期優良住宅建築等計画の区分に応じ第246

号ア(ア)又は(イ)に規定する額に２分の

１を乗じて得た額を当該変更認定申請を

する際現に長期優良住宅普及促進法第６

条第１項の認定を受けている当該申請建

築物等の住戸の数の合計数（以下この号に

おいて「既認定戸数」という。）で除して

得た額（100円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。） 

１件につき 当該変更認定申請に係る

建築物又は建築物の部分（以下この号にお

いて「申請建築物等」という。）の当該長

期優良住宅建築等計画の区分に応じ第245

号ア(ア)又は(イ)に規定する額に２分の

１を乗じて得た額を当該変更認定申請を

する際現に長期優良住宅普及促進法第６

条第１項の認定を受けている当該申請建

築物等の住戸の数の合計数（以下この号に

おいて「既認定戸数」という。）で除して

得た額（100円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。） 

イ 申請建築物等に係る住宅品質確保法第

５条第１項に規定する住宅性能評価書が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

イ 申請建築物等に係る住宅品質確保法第

５条第１項に規定する住宅性能評価書が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 
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改正後 改正前 

１件につき 当該変更認定申請に係る

申請建築物等の住戸の総数の区分に応じ

第246号イ(ア)から(ケ)までに規定する額

に２分の１を乗じて得た額を既認定戸数

で除して得た額（100円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。） 

１件につき 当該変更認定申請に係る

申請建築物等の住戸の総数の区分に応じ

第245号イ(ア)から(ケ)までに規定する額

に２分の１を乗じて得た額を既認定戸数

で除して得た額（100円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。） 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

１件につき 申請建築物等の当該長期

優良住宅建築等計画の区分に応じ第246号

ウ(ア)又は(イ)に規定する額に２分の１

を乗じて得た額を既認定戸数で除して得

た額（100円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てる。） 

１件につき 申請建築物等の当該長期

優良住宅建築等計画の区分に応じ第245号

ウ(ア)又は(イ)に規定する額に２分の１

を乗じて得た額を既認定戸数で除して得

た額（100円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てる。） 

(249) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項

において準用する長期優良住宅普及促進法

第６条第２項後段の規定に基づく確認申請

書の提出が行われた場合における長期優良

住宅普及促進法第８条第１項及び同条第２

項において準用する長期優良住宅普及促進

法第５条第１項から第３項までの規定に基

づく変更認定申請に対する審査 

(248) 長期優良住宅普及促進法第８条第２項

において準用する長期優良住宅普及促進法

第６条第２項後段の規定に基づく確認申請

書の提出が行われた場合における長期優良

住宅普及促進法第８条第１項及び同条第２

項において準用する長期優良住宅普及促進

法第５条第１項から第３項までの規定に基

づく変更認定申請に対する審査 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額を加えた額 

(250) 長期優良住宅普及促進法第９条第１項

の規定に基づく変更認定申請に対する審査

１件につき 2,100円 

(249) 長期優良住宅普及促進法第９条第１項

の規定に基づく変更認定申請に対する審査

１件につき 2,100円 

(251) 長期優良住宅普及促進法第10条の規定

に基づく計画の認定を受けた地位の承継の

承認申請に対する審査 １件につき 1,700

円 

(250) 長期優良住宅普及促進法第10条の規定

に基づく計画の認定を受けた地位の承継の

承認申請に対する審査 １件につき 1,700

円 

(252) 都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成24年法律第84号）第53条第１項の規定

に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の

申請（以下この号及び次号において「認定申

請」という。）に対する審査 

(251) 都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成24年法律第84号）第53条第１項の規定

に基づく低炭素建築物新築等計画の認定の

申請（以下この号及び次号において「認定申

請」という。）に対する審査 

ア 認定申請に係る低炭素建築物新築等計

画が都市の低炭素化の促進に関する法律

第54条第１項各号に掲げる基準に適合す

る旨をエネルギーの使用の合理化等に関

ア 認定申請に係る低炭素建築物新築等計

画が都市の低炭素化の促進に関する法律

第54条第１項各号に掲げる基準に適合す

る旨をエネルギーの使用の合理化等に関
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改正後 改正前 

する法律（昭和54年法律第49号）第76条第

１項に規定する登録建築物調査機関又は

登録住宅性能評価機関（第254号、第256号、

第258号及び第260号において「登録建築物

調査機関等」という。）が証する書類が当

該認定申請に係る申請書に添付されてい

る場合 

する法律（昭和54年法律第49号）第76条第

１項に規定する登録建築物調査機関又は

登録住宅性能評価機関（第253号、第255号、

第257号及び第259号において「登録建築物

調査機関等」という。）が証する書類が当

該認定申請に係る申請書に添付されてい

る場合 

(ア) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外

の用に供する部分を有しないものに限

る。以下この号、第254号、第256号、第

258号及び第260号において同じ。） １

件につき 4,900円 

(ア) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外

の用に供する部分を有しないものに限

る。以下この号、第253号、第255号、第

257号及び第259号において同じ。） １

件につき 4,900円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分（人の居住の用に供する建

築物の部分のうち住戸の部分をいう。

以下この号において同じ。） 次に掲

げる住戸の総数の区分に応じ次に規

定する額 

ａ 住宅部分（人の居住の用に供する建

築物の部分のうち住戸の部分をいう。

以下この号において同じ。） 次に掲

げる住戸の総数の区分に応じ次に規

定する額 

（ａ） １戸 4,900円 （ａ） １戸 4,900円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 （ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000

円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000

円 

（ｉ） 301戸以上 170,000円 （ｉ） 301戸以上 170,000円 

ｂ 共用部分（人の居住の用に供する建

築物の部分のうち住宅部分を除いた

部分をいう。以下この号において同

じ。） 次に掲げる建築物の区分に応

じ次に規定する額 

ｂ 共用部分（人の居住の用に供する建

築物の部分のうち住宅部分を除いた

部分をいう。以下この号において同

じ。） 次に掲げる建築物の区分に応

じ次に規定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 9,600円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 9,600円 
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改正後 改正前 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 27,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 81,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

ｃ 非住宅部分（住宅部分及び共用部分

以外の建築物の部分をいう。以下この

号において同じ。） 次に掲げる建築

物の区分に応じ次に規定する額 

ｃ 非住宅部分（住宅部分及び共用部分

以外の建築物の部分をいう。以下この

号において同じ。） 次に掲げる建築

物の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの 9,600

円 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの 9,600

円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満のもの 27,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 81,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

イ 認定申請に係る建築物又は建築物の部

分に係る住宅品質確保法第６条第１項に

イ 認定申請に係る建築物又は建築物の部

分に係る住宅品質確保法第６条第１項に
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規定する設計住宅性能評価書（日本住宅性

能表示基準に定める断熱等性能等級及び

一次エネルギー消費量等級に係る評価が

行われているものに限る。第254号、第256

号及び第258号において「特定設計住宅性

能評価書」という。）が当該認定申請に係

る申請書に添付されている場合 

規定する設計住宅性能評価書（日本住宅性

能表示基準に定める断熱等性能等級及び

一次エネルギー消費量等級に係る評価が

行われているものに限る。第253号、第255

号及び第257号において「特定設計住宅性

能評価書」という。）が当該認定申請に係

る申請書に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

8,800円 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

8,800円 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 次に掲げる当該認定申請に

係る建築物の住宅部分の住戸の総数の

区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 次に掲げる当該認定申請に

係る建築物の住宅部分の住戸の総数の

区分に応じ次に規定する額 

ａ １戸 8,800円 ａ １戸 8,800円 

ｂ ２戸以上５戸以下 23,000円 ｂ ２戸以上５戸以下 23,000円 

ｃ ６戸以上10戸以下 30,000円 ｃ ６戸以上10戸以下 30,000円 

ｄ 11戸以上25戸以下 43,000円 ｄ 11戸以上25戸以下 43,000円 

ｅ 26戸以上50戸以下 64,000円 ｅ 26戸以上50戸以下 64,000円 

ｆ 51戸以上100戸以下 100,000円 ｆ 51戸以上100戸以下 100,000円 

ｇ 101戸以上200戸以下 150,000円 ｇ 101戸以上200戸以下 150,000円 

ｈ 201戸以上300戸以下 190,000円 ｈ 201戸以上300戸以下 190,000円 

ｉ 301戸以上 200,000円 ｉ 301戸以上 200,000円 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる当該認定申請に係る一戸建て

の住宅の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる当該認定申請に係る一戸建て

の住宅の区分に応じ次に規定する額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 34,000円 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 34,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 38,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 38,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） １戸 34,000円 （ａ） １戸 34,000円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000 （ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000
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円 円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000

円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000

円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000

円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000

円 

（ｉ） 301戸以上 590,000円 （ｉ） 301戸以上 590,000円 

ｂ 共用部分 次に掲げる建築物の区

分に応じ次に規定する額 

ｂ 共用部分 次に掲げる建築物の区

分に応じ次に規定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 110,000

円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 110,000

円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 180,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 180,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 280,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 280,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 360,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 360,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 430,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 430,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区

分に応じ次に規定する額 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区

分に応じ次に規定する額 

（ａ） 建築物に係るエネルギーの使

用の合理化の一層の促進その他の建

築物の低炭素化の促進のために誘導

すべき基準（平成24年経済産業省・

国土交通省・環境省告示第119号）で

定める基準が適用される場合又は特

別な調査若しくは研究の結果に基づ

（ａ） 建築物に係るエネルギーの使

用の合理化の一層の促進その他の建

築物の低炭素化の促進のために誘導

すべき基準（平成24年経済産業省・

国土交通省・環境省告示第119号）で

定める基準が適用される場合又は特

別な調査若しくは研究の結果に基づ
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き当該基準と同等以上の基準である

として市長が認めるものが適用され

る場合 次に掲げる建築物の区分に

応じ次に規定する額 

き当該基準と同等以上の基準である

として市長が認めるものが適用され

る場合 次に掲げる建築物の区分に

応じ次に規定する額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

240,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

240,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 380,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 380,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 550,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 550,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 670,000

円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 670,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 790,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 790,000

円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

900,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

900,000円 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ次に規定する

額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ次に規定する

額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

97,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

97,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 160,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 160,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 260,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 260,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 330,000

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 330,000
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円 円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 390,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 390,000

円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

470,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

470,000円 

(253) 都市の低炭素化の促進に関する法律第

54条第２項後段の規定に基づく確認申請書

の提出が行われた場合における同法第53条

第１項の規定に基づく認定申請に対する審

査 

(252) 都市の低炭素化の促進に関する法律第

54条第２項後段の規定に基づく確認申請書

の提出が行われた場合における同法第53条

第１項の規定に基づく認定申請に対する審

査 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額（確認申請書に係

る建築物の計画に昇降機に係る部分が含ま

れる場合にあっては、同号に規定する額に第

193号に規定する額を加えた額。第255号にお

いて同じ。）又は第193号に規定する額を加

えた額 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額（確認申請書に係

る建築物の計画に昇降機に係る部分が含ま

れる場合にあっては、同号に規定する額に第

193号に規定する額を加えた額。第254号にお

いて同じ。）又は第193号に規定する額を加

えた額 

(254) 都市の低炭素化の促進に関する法律第

55条第１項の規定に基づく低炭素建築物新

築等計画の変更の認定の申請（以下この号及

び次号において「変更認定申請」という。）

に対する審査 

(253) 都市の低炭素化の促進に関する法律第

55条第１項の規定に基づく低炭素建築物新

築等計画の変更の認定の申請（以下この号及

び次号において「変更認定申請」という。）

に対する審査 

ア 変更認定申請に係る低炭素建築物新築

等計画が都市の低炭素化の促進に関する

法律第54条第１項各号に掲げる基準に適

合する旨を登録建築物調査機関等が証す

る書類が当該変更認定申請に係る申請書

に添付されている場合 

ア 変更認定申請に係る低炭素建築物新築

等計画が都市の低炭素化の促進に関する

法律第54条第１項各号に掲げる基準に適

合する旨を登録建築物調査機関等が証す

る書類が当該変更認定申請に係る申請書

に添付されている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

2,450円 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

2,450円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

ａ 都市の低炭素化の促進に関する法

律第54条第１項の認定を受けた低炭

素建築物新築等計画（以下この号にお

いて「認定済計画」という。）に係る

ａ 都市の低炭素化の促進に関する法

律第54条第１項の認定を受けた低炭

素建築物新築等計画（以下この号にお

いて「認定済計画」という。）に係る
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建築物の部分について第252号ア(イ)

の規定により算定した額に２分の１

を乗じて得た額 

建築物の部分について第251号ア(イ)

の規定により算定した額に２分の１

を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された部分について第252号ア

(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された部分について第251号ア

(イ)の規定により算定した額 

イ 変更認定申請に係る建築物及び建築物

の部分に係る特定設計住宅性能評価書が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

イ 変更認定申請に係る建築物及び建築物

の部分に係る特定設計住宅性能評価書が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

4,400円 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

4,400円 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 次に掲げる額を合算した額 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の住宅部

分について第252号イ(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得

た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の住宅部

分について第251号イ(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得

た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された住宅部分について第252号

イ(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された住宅部分について第251号

イ(イ)の規定により算定した額 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ

次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ

次に規定する額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 17,000円 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 17,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 19,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 19,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分に

ついて第252号ウ(イ)の規定により算

定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分に

ついて第251号ウ(イ)の規定により算

定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された部分について第252号ウ

(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された部分について第251号ウ

(イ)の規定により算定した額 

(255) 都市の低炭素化の促進に関する法律第

55条第２項において準用する同法第54条第

(254) 都市の低炭素化の促進に関する法律第

55条第２項において準用する同法第54条第
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２項後段の規定に基づく確認申請書の提出

が行われた場合における同法第55条第１項

の規定に基づく変更認定申請に対する審査 

２項後段の規定に基づく確認申請書の提出

が行われた場合における同法第55条第１項

の規定に基づく変更認定申請に対する審査 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額又は第193号に規

定する額を加えた額 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額又は第193号に規

定する額を加えた額 

(256) 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成27年法律第53号。以下「建

築物省エネ法」という。）第29条第１項の規

定に基づく建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請（以下この号及び次号にお

いて「認定申請」という。）に対する審査 

(255) 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律（平成27年法律第53号。以下「建

築物省エネ法」という。）第29条第１項の規

定に基づく建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請（以下この号及び次号にお

いて「認定申請」という。）に対する審査 

ア 認定申請に係る建築物エネルギー消費

性能向上計画が建築物省エネ法第30条第

１項各号に掲げる基準に適合する旨を登

録建築物調査機関等が証する書類が当該

認定申請に係る申請書に添付されている

場合 

ア 認定申請に係る建築物エネルギー消費

性能向上計画が建築物省エネ法第30条第

１項各号に掲げる基準に適合する旨を登

録建築物調査機関等が証する書類が当該

認定申請に係る申請書に添付されている

場合 

(ア)  一戸建ての住宅 １件につき

4,900円 

(ア)  一戸建ての住宅 １件につき

4,900円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分（建築物省エネ法第11条第

１項に規定する住宅部分のうち住戸

の部分をいう。以下この号、第258号

及び第260号において同じ。） 次に

掲げる住戸の総数の区分に応じ次に

規定する額 

ａ 住宅部分（建築物省エネ法第11条第

１項に規定する住宅部分のうち住戸

の部分をいう。以下この号、第257号

及び第259号において同じ。） 次に

掲げる住戸の総数の区分に応じ次に

規定する額 

（ａ） １戸 4,900円 （ａ） １戸 4,900円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 9,600円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 16,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 （ｄ） 11戸以上25戸以下 27,000円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下  45,000

円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 45,000円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000

円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 81,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 130,000

円 
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（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 160,000

円 

（ｉ） 301戸以上 170,000円 （ｉ） 301戸以上 170,000円 

ｂ 共用部分（建築物省エネ法第11条第

１項に規定する住宅部分のうち住戸

の部分を除いた部分をいう。以下この

号及び第260号において同じ。） 次

に掲げる建築物の区分に応じ次に規

定する額 

ｂ 共用部分（建築物省エネ法第11条第

１項に規定する住宅部分のうち住戸

の部分を除いた部分をいう。以下この

号及び第259号において同じ。） 次

に掲げる建築物の区分に応じ次に規

定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 9,600円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 9,600円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 27,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 81,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 81,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

ｃ 非住宅部分（建築物省エネ法第11条

第１項に規定する非住宅部分をいう。

以下この号及び第260号において同

じ。） 次に掲げる建築物の区分に応

じ次に規定する額 

ｃ 非住宅部分（建築物省エネ法第11条

第１項に規定する非住宅部分をいう。

以下この号及び第259号において同

じ。） 次に掲げる建築物の区分に応

じ次に規定する額 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの 9,600

円 

（ａ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの 9,600

円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満のもの 27,000円 

（ｂ） 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メー

トル未満のもの 27,000円 

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

（ｃ） 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ
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ートル未満のもの 81,000円 ートル未満のもの 81,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｄ） 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 130,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｅ） 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 160,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

（ｆ） 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

200,000円 

イ 認定申請に係る建築物又は建築物の部

分に係る特定設計住宅性能評価書が当該

認定申請に係る申請書に添付されている

場合 

イ 認定申請に係る建築物又は建築物の部

分に係る特定設計住宅性能評価書が当該

認定申請に係る申請書に添付されている

場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき ア

(ア)に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき ア

(ア)に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 当該認定申請に係る建築物

の住宅部分の住戸の総数の区分に応じ

ア(イ)ａに規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 当該認定申請に係る建築物

の住宅部分の住戸の総数の区分に応じ

ア(イ)ａに規定する額 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる当該認定申請に係る一戸建て

の住宅の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる当該認定申請に係る一戸建て

の住宅の区分に応じ次に規定する額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 34,000円 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 34,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 38,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 38,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該認定申請に係る建築物

の部分の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる住戸の総数

の区分に応じ次に規定する額 

（ａ） １戸 34,000円 （ａ） １戸 34,000円 

（ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 （ｂ） ２戸以上５戸以下 69,000円 

（ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 （ｃ） ６戸以上10戸以下 97,000円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000

円 

（ｄ） 11戸以上25戸以下 140,000

円 

（ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000 （ｅ） 26戸以上50戸以下 200,000
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円 円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000

円 

（ｆ） 51戸以上100戸以下 280,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000

円 

（ｇ） 101戸以上200戸以下 380,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000

円 

（ｈ） 201戸以上300戸以下 500,000

円 

（ｉ） 301戸以上 590,000円 （ｉ） 301戸以上 590,000円 

ｂ 共用部分 次に掲げる建築物の区

分に応じ次に規定する額 

ｂ 共用部分 次に掲げる建築物の区

分に応じ次に規定する額 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 110,000

円 

（ａ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル未満のもの 110,000

円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 180,000円 

（ｂ） 共用部分の床面積の合計が300

平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 180,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 280,000円 

（ｃ） 共用部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方メ

ートル未満のもの 280,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 360,000円 

（ｄ） 共用部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平方

メートル未満のもの 360,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 430,000円 

（ｅ） 共用部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平方

メートル未満のもの 430,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

（ｆ） 共用部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

500,000円 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区

分に応じ次に規定する額 

ｃ 非住宅部分 次に掲げる場合の区

分に応じ次に規定する額 

（ａ） 建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令（平成28年経済産

業省・国土交通省令第１号）第１条

第１項第１号イに規定する非住宅部

分の設計一次エネルギー消費量が計

算されている場合 次に掲げる建築

物の区分に応じ次に規定する額  

（ａ） 建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令（平成28年経済産

業省・国土交通省令第１号）第１条

第１項第１号イに規定する非住宅部

分の設計一次エネルギー消費量が計

算されている場合 次に掲げる建築

物の区分に応じ次に規定する額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの
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230,000円 230,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 370,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 370,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 530,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 530,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 650,000

円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 650,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 770,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 770,000

円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

870,000円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が

25,000平方メートル以上のもの

870,000円 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ次に規定する

額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げ

る建築物の区分に応じ次に規定する

額 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

87,000円 

ⅰ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル未満のもの

87,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 150,000円 

ⅱ 非住宅部分の床面積の合計が

300平方メートル以上2,000平方メ

ートル未満のもの 150,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 240,000円 

ⅲ 非住宅部分の床面積の合計が

2,000平方メートル以上5,000平方

メートル未満のもの 240,000円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 310,000

円 

ⅳ 非住宅部分の床面積の合計が

5,000平方メートル以上10,000平

方メートル未満のもの 310,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 370,000

円 

ⅴ 非住宅部分の床面積の合計が

10,000平方メートル以上25,000平

方メートル未満のもの 370,000

円 

ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が ⅵ 非住宅部分の床面積の合計が
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25,000平方メートル以上のもの

440,000円 

25,000平方メートル以上のもの

440,000円 

(257) 建築物省エネ法第30条第２項後段の規

定に基づく確認申請書の提出が行われた場

合における建築物省エネ法第29条第１項の

規定に基づく認定申請に対する審査 

(256) 建築物省エネ法第30条第２項後段の規

定に基づく確認申請書の提出が行われた場

合における建築物省エネ法第29条第１項の

規定に基づく認定申請に対する審査 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額

（確認申請書に係る建築物

の計画に昇降機に係る部分

が含まれる場合にあっては、

同号に規定する額に第193号

に規定する額を加えた額。第

259号において同じ。）又は

第193号に規定する額を加え

た額 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額

（確認申請書に係る建築物

の計画に昇降機に係る部分

が含まれる場合にあっては、

同号に規定する額に第193号

に規定する額を加えた額。第

258号において同じ。）又は

第193号に規定する額を加え

た額 

(258) 建築物省エネ法第31条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能向上計画

の変更の認定の申請（以下この号及び次号に

おいて「変更認定申請」という。）に対する

審査 

(257) 建築物省エネ法第31条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能向上計画

の変更の認定の申請（以下この号及び次号に

おいて「変更認定申請」という。）に対する

審査 

ア 変更認定申請に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画が建築物省エネ法第30

条第１項各号に掲げる基準に適合する旨

を登録建築物調査機関等が証する書類が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

ア 変更認定申請に係る建築物エネルギー

消費性能向上計画が建築物省エネ法第30

条第１項各号に掲げる基準に適合する旨

を登録建築物調査機関等が証する書類が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

2,450円 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき

2,450円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

ａ 建築物省エネ法第30条第１項の認

定を受けた建築物エネルギー消費性

能向上計画（以下この号において「認

定済計画」という。）に係る建築物の

部分について第256号ア(イ)の規定に

より算定した額に２分の１を乗じて

得た額 

ａ 建築物省エネ法第30条第１項の認

定を受けた建築物エネルギー消費性

能向上計画（以下この号において「認

定済計画」という。）に係る建築物の

部分について第255号ア(イ)の規定に

より算定した額に２分の１を乗じて

得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに
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追加された部分について第256号ア

(イ)の規定により算定した額 

追加された部分について第255号ア

(イ)の規定により算定した額 

イ 変更認定申請に係る建築物又は建築物

の部分に係る特定設計住宅性能評価書が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

イ 変更認定申請に係る建築物又は建築物

の部分に係る特定設計住宅性能評価書が

当該変更認定申請に係る申請書に添付さ

れている場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき ア

(ア)に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき ア

(ア)に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 次に掲げる額を合算した額 

(イ) (ア)以外の建築物の住宅部分 １

件につき 次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の住宅部

分について第256号イ(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得

た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の住宅部

分について第255号イ(イ)の規定によ

り算定した額に２分の１を乗じて得

た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された住宅部分について第256号

イ(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された住宅部分について第255号

イ(イ)の規定により算定した額 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ

次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる一戸建ての住宅の区分に応じ

次に規定する額 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 17,000円 

ａ 床面積の合計が200平方メートル未

満のもの 17,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 19,000円 

ｂ 床面積の合計が200平方メートル以

上のもの 19,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる額を合算した額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分に

ついて第256号ウ(イ)の規定により算

定した額に２分の１を乗じて得た額 

ａ 認定済計画に係る建築物の部分に

ついて第255号ウ(イ)の規定により算

定した額に２分の１を乗じて得た額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された部分について第256号ウ

(イ)の規定により算定した額 

ｂ 認定済計画に係る建築物に新たに

追加された部分について第255号ウ

(イ)の規定により算定した額 

(259) 建築物省エネ法第31条第２項において

準用する建築物省エネ法第30条第２項後段

の規定に基づく確認申請書の提出が行われ

た場合における建築物省エネ法第31条第１

項の規定に基づく変更認定申請に対する審

査 

(258) 建築物省エネ法第31条第２項において

準用する建築物省エネ法第30条第２項後段

の規定に基づく確認申請書の提出が行われ

た場合における建築物省エネ法第31条第１

項の規定に基づく変更認定申請に対する審

査 
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１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額又

は第193号に規定する額を加

えた額 

１件につき 前号の規定により算定した

額に第189号に規定する額又

は第193号に規定する額を加

えた額 

(260) 建築物省エネ法第36条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能基準（建築

物省エネ法第２条第３号に規定する建築物

エネルギー消費性能基準をいう。以下同じ。）

に適合している旨の認定の申請（以下この号

において「認定申請」という。）に対する審

査 

(259) 建築物省エネ法第36条第１項の規定に

基づく建築物エネルギー消費性能基準（建築

物省エネ法第２条第３号に規定する建築物

エネルギー消費性能基準をいう。以下同じ。）

に適合している旨の認定の申請（以下この号

において「認定申請」という。）に対する審

査 

ア 認定申請に係る建築物（以下この号にお

いて「申請建築物」という。）が建築物エ

ネルギー消費性能基準に適合する旨を登

録建築物調査機関等が証する書類、建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法

律施行規則（平成28年国土交通省令第５

号）第３条第２項に規定する通知書、都市

の低炭素化の促進に関する法律施行規則

（平成24年国土交通省令第86号）第43条第

２項に規定する通知書その他市長が別に

定める書類が当該認定申請に係る申請書

に添付されている場合 

ア 認定申請に係る建築物（以下この号にお

いて「申請建築物」という。）が建築物エ

ネルギー消費性能基準に適合する旨を登

録建築物調査機関等が証する書類、建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法

律施行規則（平成28年国土交通省令第５

号）第３条第２項に規定する通知書、都市

の低炭素化の促進に関する法律施行規則

（平成24年国土交通省令第86号）第43条第

２項に規定する通知書その他市長が別に

定める書類が当該認定申請に係る申請書

に添付されている場合 

１件につき 当該申請建築物の区分に

応じ第256号アに規定する額 

１件につき 当該申請建築物の区分に

応じ第255号アに規定する額 

イ 申請建築物に係る住宅品質確保法第６

条第２項に規定する建設住宅性能評価書

（日本住宅性能表示基準に定める断熱等

性能等級及び一次エネルギー消費量等級

に係る評価が行われているものに限る。）

が当該認定申請に係る申請書に添付され

ている場合 

イ 申請建築物に係る住宅品質確保法第６

条第２項に規定する建設住宅性能評価書

（日本住宅性能表示基準に定める断熱等

性能等級及び一次エネルギー消費量等級

に係る評価が行われているものに限る。）

が当該認定申請に係る申請書に添付され

ている場合 

１件につき 当該申請建築物の区分に

応じ第256号イに規定する額 

１件につき 当該申請建築物の区分に

応じ第255号イに規定する額 

ウ ア又はイ以外の場合 ウ ア又はイ以外の場合 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる当該認定申請に係る一戸建て

の場合の区分に応じ次に規定する額 

(ア) 一戸建ての住宅 １件につき 次

に掲げる当該認定申請に係る一戸建て

の場合の区分に応じ次に規定する額 

ａ 建築物エネルギー消費性能基準等 ａ 建築物エネルギー消費性能基準等



29 

改正後 改正前 

を定める省令第１条第１項第２号ロ

(１)に規定する住宅部分の設計一次

エネルギー消費量（以下この号におい

て「設計一次エネルギー消費量」とい

う。）が計算されている場合 第256

号ウ(ア)に掲げる一戸建ての住宅の

区分に応じ同号ウ(ア)に規定する額 

を定める省令第１条第１項第２号ロ

(１)に規定する住宅部分の設計一次

エネルギー消費量（以下この号におい

て「設計一次エネルギー消費量」とい

う。）が計算されている場合 第255

号ウ(ア)に掲げる一戸建ての住宅の

区分に応じ同号ウ(ア)に規定する額 

ｂ ａ以外の場合 次に掲げる一戸建

ての住宅の区分に応じ次に規定する

額 

ｂ ａ以外の場合 次に掲げる一戸建

ての住宅の区分に応じ次に規定する

額 

（ａ） 床面積の合計が200平方メート

ル未満のもの 17,000円 

（ａ） 床面積の合計が200平方メート

ル未満のもの 17,000円 

（ｂ） 床面積の合計が200平方メート

ル以上のもの 19,000円 

（ｂ） 床面積の合計が200平方メート

ル以上のもの 19,000円 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該申請建築物の部分の区

分に応じ次に規定する額 

(イ) (ア)以外の建築物 １件につき

次に掲げる当該申請建築物の部分の区

分に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる場合の区分

に応じ次に規定する額 

ａ 住宅部分 次に掲げる場合の区分

に応じ次に規定する額 

（ａ） 設計一次エネルギー消費量が

計算されている場合 第256号ウ

(イ)ａに掲げる住戸の総数の区分に

応じ同号ウ(イ)ａに規定する額 

（ａ） 設計一次エネルギー消費量が

計算されている場合 第255号ウ

(イ)ａに掲げる住戸の総数の区分に

応じ同号ウ(イ)ａに規定する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げ

る住戸の総数の区分に応じ次に規定

する額 

（ｂ） （ａ）以外の場合 次に掲げ

る住戸の総数の区分に応じ次に規定

する額 

ⅰ １戸 17,000円 ⅰ １戸 17,000円 

ⅱ ２戸以上５戸以下 33,000円 ⅱ ２戸以上５戸以下 33,000円 

ⅲ ６戸以上10戸以下 48,000円 ⅲ ６戸以上10戸以下 48,000円 

ⅳ 11戸以上25戸以下 71,000円 ⅳ 11戸以上25戸以下 71,000円 

ⅴ 26戸以上50戸以下 110,000円 ⅴ 26戸以上50戸以下 110,000円 

ⅵ 51戸以上100戸以下 160,000円 ⅵ 51戸以上100戸以下 160,000円 

ⅶ 101戸以上200戸以下 230,000

円 

ⅶ 101戸以上200戸以下 230,000

円 

ⅷ 201戸以上300戸以下 290,000

円 

ⅷ 201戸以上300戸以下 290,000

円 

ⅸ 301戸以上 340,000円 ⅸ 301戸以上 340,000円 

ｂ 共用部分 第256号ウ(イ)ｂに掲げ

る建築物の区分に応じ同号ウ(イ)ｂ

ｂ 共用部分 第255号ウ(イ)ｂに掲げ

る建築物の区分に応じ同号ウ(イ)ｂ
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に規定する額 に規定する額 

ｃ 非住宅部分 第256号ウ(イ)ｃに掲

げる場合の区分に応じ同号ウ(イ)ｃ

に規定する額 

ｃ 非住宅部分 第255号ウ(イ)ｃに掲

げる場合の区分に応じ同号ウ(イ)ｃ

に規定する額 

(261) マンションの建替え等の円滑化に関す

る法律（平成14年法律第78号）第105条第１

項の規定に基づくマンションの容積率に関

する特例の許可の申請に対する審査 １件

につき 160,000円 

(260) マンションの建替え等の円滑化に関す

る法律（平成14年法律第78号）第105条第１

項の規定に基づくマンションの容積率に関

する特例の許可の申請に対する審査 １件

につき 160,000円 

(262) 道路法（昭和27年法律第180号）第47条

の２第２項の規定により道路管理者が行う

同条第１項の規定に基づく特殊車両の通行

許可の申請に対する審査 １通行経路につ

き 200円 

(261) 道路法（昭和27年法律第180号）第47条

の２第２項の規定により道路管理者が行う

同条第１項の規定に基づく特殊車両の通行

許可の申請に対する審査 １通行経路につ

き 200円 

(263) 道路、河川、水路、堤とう敷その他市

有地と民有地との境界査定 １件につき

１筆600円に筆数が１増すごとに200円を加

えた額 

(262) 道路、河川、水路、堤とう敷その他市

有地と民有地との境界査定 １件につき

１筆600円に筆数が１増すごとに200円を加

えた額 

(264) 海難に関する証明書の交付 １件につ

き 300円 

(263) 海難に関する証明書の交付 １件につ

き 300円 

(265) 港湾法（昭和25年法律第218号）第34条

において準用する同法第12条第１項第８号

の規定に基づく船舶に対する運搬給水 １

件につき 次に掲げる場合の区分に応じ次

に規定する額 

(264) 港湾法（昭和25年法律第218号）第34条

において準用する同法第12条第１項第８号

の規定に基づく船舶に対する運搬給水 １

件につき 次に掲げる場合の区分に応じ次

に規定する額 

ア 給水量が30立方メートル以下である場

合 25,560円 

ア 給水量が30立方メートル以下である場

合 25,560円 

イ 給水量が30立方メートルを超える場合

25,560円に30立方メートルを超える分に

つき１立方メートルまでごとに852円を加

えた額 

イ 給水量が30立方メートルを超える場合

25,560円に30立方メートルを超える分に

つき１立方メートルまでごとに852円を加

えた額 

(266) 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）

第28条の４第３項第５号イ、第63条第３項第

５号イ若しくは第68条の69第３項第５号イ

又は第31条の２第２項第14号ハ若しくは第

62条の３第４項第14号ハに規定する宅地の

造成が優良な宅地の供給に寄与するもので

あることについての認定の申請に対する審

査 

(265) 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）

第28条の４第３項第５号イ、第63条第３項第

５号イ若しくは第68条の69第３項第５号イ

又は第31条の２第２項第14号ハ若しくは第

62条の３第４項第14号ハに規定する宅地の

造成が優良な宅地の供給に寄与するもので

あることについての認定の申請に対する審

査 
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ア 造成宅地の面積が0.1ヘクタール未満の

とき。 １件につき 86,000円 

ア 造成宅地の面積が0.1ヘクタール未満の

とき。 １件につき 86,000円 

イ 造成宅地の面積が0.1ヘクタール以上

0.3ヘクタール未満のとき。 １件につき

130,000円 

イ 造成宅地の面積が0.1ヘクタール以上

0.3ヘクタール未満のとき。 １件につき

130,000円 

ウ 造成宅地の面積が0.3ヘクタール以上

0.6ヘクタール未満のとき。 １件につき

190,000円 

ウ 造成宅地の面積が0.3ヘクタール以上

0.6ヘクタール未満のとき。 １件につき

190,000円 

エ 造成宅地の面積が0.6ヘクタール以上１

ヘクタール未満のとき。 １件につき

260,000円 

エ 造成宅地の面積が0.6ヘクタール以上１

ヘクタール未満のとき。 １件につき

260,000円 

オ 造成宅地の面積が１ヘクタール以上３

ヘクタール未満のとき。 １件につき

390,000円 

オ 造成宅地の面積が１ヘクタール以上３

ヘクタール未満のとき。 １件につき

390,000円 

カ 造成宅地の面積が３ヘクタール以上６

ヘクタール未満のとき。 １件につき

510,000円 

カ 造成宅地の面積が３ヘクタール以上６

ヘクタール未満のとき。 １件につき

510,000円 

キ 造成宅地の面積が６ヘクタール以上10

ヘクタール未満のとき。 １件につき

660,000円 

キ 造成宅地の面積が６ヘクタール以上10

ヘクタール未満のとき。 １件につき

660,000円 

ク 造成宅地の面積が10ヘクタール以上の

とき。 １件につき 870,000円 

ク 造成宅地の面積が10ヘクタール以上の

とき。 １件につき 870,000円 

(267) 租税特別措置法第28条の４第３項第６

号、第63条第３項第６号若しくは第68条の69

第３項第６号又は第31条の２第２項第15号

ニ若しくは第62条の３第４項第15号ニに規

定する住宅の新築が優良な住宅（中高層の耐

火共同住宅でその用に供される土地の面積

が1,000平方メートル未満のものを除く。）

の供給に寄与するものであることについて

の認定の申請に対する審査 

(266) 租税特別措置法第28条の４第３項第６

号、第63条第３項第６号若しくは第68条の69

第３項第６号又は第31条の２第２項第15号

ニ若しくは第62条の３第４項第15号ニに規

定する住宅の新築が優良な住宅（中高層の耐

火共同住宅でその用に供される土地の面積

が1,000平方メートル未満のものを除く。）

の供給に寄与するものであることについて

の認定の申請に対する審査 

ア 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トル以下のとき。 １件につき 6,200円 

ア 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トル以下のとき。 １件につき 6,200円 

イ 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トルを超え500平方メートル以下のとき。

１件につき 8,600円 

イ 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トルを超え500平方メートル以下のとき。

１件につき 8,600円 

ウ 新築住宅の床面積の合計が500平方メー

トルを超え2,000平方メートル以下のと

き。 １件につき 13,000円 

ウ 新築住宅の床面積の合計が500平方メー

トルを超え2,000平方メートル以下のと

き。 １件につき 13,000円 
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改正後 改正前 

エ 新築住宅の床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え10,000平方メートル以下の

とき。 １件につき 35,000円 

エ 新築住宅の床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え10,000平方メートル以下の

とき。 １件につき 35,000円 

オ 新築住宅の床面積の合計が10,000平方

メートルを超え50,000平方メートル以下

のとき。 １件につき 43,000円 

オ 新築住宅の床面積の合計が10,000平方

メートルを超え50,000平方メートル以下

のとき。 １件につき 43,000円 

カ 新築住宅の床面積の合計が50,000平方

メートルを超えるとき。 １件につき

58,000円 

カ 新築住宅の床面積の合計が50,000平方

メートルを超えるとき。 １件につき

58,000円 

(268) 租税特別措置法第28条の４第３項第７

号イ、第63条第３項第７号イ又は第68条の69

第３項第７号イに規定する宅地の造成が優

良な宅地の供給に寄与するものであること

についての認定の申請に対する審査 １件

につき 86,000円 

(267) 租税特別措置法第28条の４第３項第７

号イ、第63条第３項第７号イ又は第68条の69

第３項第７号イに規定する宅地の造成が優

良な宅地の供給に寄与するものであること

についての認定の申請に対する審査 １件

につき 86,000円 

(269) 租税特別措置法第28条の４第３項第７

号ロ、第63条第３項第７号ロ若しくは第68条

の69第３項第７号ロの規定に基づく優良住

宅又は第31条の２第２項第15号ニ若しくは

第62条の３第４項第15号ニの規定に基づく

優良住宅（中高層の耐火共同住宅でその用に

供される土地の面積が1,000平方メートル未

満のものに限る。）の新築が優良な住宅の供

給に寄与するものであることについての認

定の申請に対する審査 

(268) 租税特別措置法第28条の４第３項第７

号ロ、第63条第３項第７号ロ若しくは第68条

の69第３項第７号ロの規定に基づく優良住

宅又は第31条の２第２項第15号ニ若しくは

第62条の３第４項第15号ニの規定に基づく

優良住宅（中高層の耐火共同住宅でその用に

供される土地の面積が1,000平方メートル未

満のものに限る。）の新築が優良な住宅の供

給に寄与するものであることについての認

定の申請に対する審査 

ア 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トル以下のとき。 １件につき 6,200円 

ア 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トル以下のとき。 １件につき 6,200円 

イ 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トルを超え500平方メートル以下のとき。

１件につき 8,600円 

イ 新築住宅の床面積の合計が100平方メー

トルを超え500平方メートル以下のとき。

１件につき 8,600円 

ウ 新築住宅の床面積の合計が500平方メー

トルを超え2,000平方メートル以下のと

き。 １件につき 13,000円 

ウ 新築住宅の床面積の合計が500平方メー

トルを超え2,000平方メートル以下のと

き。 １件につき 13,000円 

エ 新築住宅の床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え10,000平方メートル以下の

とき。 １件につき 35,000円 

エ 新築住宅の床面積の合計が2,000平方メ

ートルを超え10,000平方メートル以下の

とき。 １件につき 35,000円 

オ 新築住宅の床面積の合計が10,000平方

メートルを超えるとき。 １件につき

43,000円 

オ 新築住宅の床面積の合計が10,000平方

メートルを超えるとき。 １件につき

43,000円 
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改正後 改正前 

(270) 租税特別措置法第41条の19の２第１項

の規定に基づく同項に規定する耐震改修を

した家屋に該当する旨の証明書の交付 １

件につき 300円 

(269) 租税特別措置法第41条の19の２第１項

の規定に基づく同項に規定する耐震改修を

した家屋に該当する旨の証明書の交付 １

件につき 300円 

(271) 租税特別措置法施行令（昭和32年政令

第43号）第19条第11項又は第38条の５第９項

に規定する住宅用地の譲渡に該当するもの

であることについての認定の申請に対する

審査 １件につき 47,000円 

(270) 租税特別措置法施行令（昭和32年政令

第43号）第19条第11項又は第38条の５第９項

に規定する住宅用地の譲渡に該当するもの

であることについての認定の申請に対する

審査 １件につき 47,000円 

(272) 租税特別措置法施行令第19条第12項第

４号又は第38条の５第10項第４号に規定す

る譲渡予定価額に関する申出に対する審査

１件につき 43,000円 

(271) 租税特別措置法施行令第19条第12項第

４号又は第38条の５第10項第４号に規定す

る譲渡予定価額に関する申出に対する審査

１件につき 43,000円 

(273) 租税特別措置法施行令第20条の２第13

項又は第38条の４第22項に規定する要件に

該当する事業であることについての認定の

申請に対する審査 １件につき 31,000円 

(272) 租税特別措置法施行令第20条の２第13

項又は第38条の４第22項に規定する要件に

該当する事業であることについての認定の

申請に対する審査 １件につき 31,000円 

(274) 租税特別措置法施行令第25条の４第２

項に規定する要件に該当する事業であるこ

とについての認定の申請に対する審査 １

件につき 32,000円 

(273) 租税特別措置法施行令第25条の４第２

項に規定する要件に該当する事業であるこ

とについての認定の申請に対する審査 １

件につき 32,000円 

(275) 租税特別措置法施行令第25条の４第16

項に規定する事情があることについての認

定の申請に対する審査  １件につき

24,000円 

(274) 租税特別措置法施行令第25条の４第16

項に規定する事情があることについての認

定の申請に対する審査  １件につき

24,000円 

(276) 租税特別措置法施行令第41条各号又は

第42条第１項に規定する個人の新築又は取

得をした家屋がこれらの規定に規定する家

屋に該当するものであることについての証

明の申請に対する審査 １件につき 1,300

円 

(275) 租税特別措置法施行令第41条各号又は

第42条第１項に規定する個人の新築又は取

得をした家屋がこれらの規定に規定する家

屋に該当するものであることについての証

明の申請に対する審査 １件につき 1,300

円 

(277) 地方税法附則第15条の９第１項の規定

に基づく同項に規定する耐震改修が行われ

た住宅が地方税法施行令（昭和25年政令第

245号）附則第12条第24項に掲げる基準に適

合する旨の証明書の交付 １件につき 300

円 

(276) 地方税法附則第15条の９第１項の規定

に基づく同項に規定する耐震改修が行われ

た住宅が地方税法施行令（昭和25年政令第

245号）附則第12条第24項に掲げる基準に適

合する旨の証明書の交付 １件につき 300

円 

(278) 地方税法附則第15条の10第１項の規定

に基づく同法附則第15条の９第１項に規定

(277) 地方税法附則第15条の10第１項の規定

に基づく同法附則第15条の９第１項に規定
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改正後 改正前 

する耐震改修が行われた家屋が地方税法施

行令附則第12条第24項に規定する基準に適

合する旨の証明書の交付 １件につき 300

円 

する耐震改修が行われた家屋が地方税法施

行令附則第12条第24項に規定する基準に適

合する旨の証明書の交付 １件につき 300

円 

(279) その他の公文書又は図面の謄本又は抄

本の交付 １件につき 300円 

(278) その他の公文書又は図面の謄本又は抄

本の交付 １件につき 300円 

(280) その他の公文書又は図面（市長が別に

定めるものを除く。）を閲覧に供する事務

１件につき 300円 

(279) その他の公文書又は図面（市長が別に

定めるものを除く。）を閲覧に供する事務

１件につき 300円 

(281) その他の証明又は証明書の交付 １件

につき 300円 

(280) その他の証明又は証明書の交付 １件

につき 300円 

第２条の２ 計量法第20条第１項の規定によ

り同項に規定する指定定期検査機関（以下

「指定定期検査機関」という。）が行う定期

検査を受けようとする者は、当該定期検査に

係る前条第20号に規定する手数料を当該指

定定期検査機関に納付しなければならない。

第２条の２ 計量法第20条第１項の規定によ

り同項に規定する指定定期検査機関（以下

「指定定期検査機関」という。）が行う定期

検査を受けようとする者は、当該定期検査に

係る前条第20号に規定する手数料を当該指

定定期検査機関に納付しなければならない。

２ 前項の規定により指定定期検査機関に納

付された手数料は、当該指定定期検査機関の

収入とする。 

２ 前項の規定により指定定期検査機関に納

付された手数料は、当該指定定期検査機関の

収入とする。 

第３条 同じ事項の証明を、２通以上請求する

者及び数人に列記してその者に対する証明

を請求する者には、１通又は１人ごとに第２

条の手数料を徴収する。ただし、本籍、住所

又は居所が同じ場合の家族に対して、同一事

項を証明する場合は、この定めによらない。

第３条 同じ事項の証明を、２通以上請求する

者及び数人に列記してその者に対する証明

を請求する者には、１通又は１人ごとに第２

条の手数料を徴収する。ただし、本籍、住所

又は居所が同じ場合の家族に対して、同一事

項を証明する場合は、この定めによらない。

第４条 奥書、認証等名義のいかんを問わず、

文書をもって事実を認証するものは、第２条

の証明とみなし、手数料を徴収する。 

第４条 奥書、認証等名義のいかんを問わず、

文書をもって事実を認証するものは、第２条

の証明とみなし、手数料を徴収する。 

第５条 第２条第279号のその他の公文書又は

図面の謄本又は抄本の交付その他多額の費

用を要するもの及び同条の規定により難い

ものについては、その実費に相当する手数料

を徴収することができる。 

第５条 第２条第278号のその他の公文書又は

図面の謄本又は抄本の交付その他多額の費

用を要するもの及び同条の規定により難い

ものについては、その実費に相当する手数料

を徴収することができる。 

第６条 ～ 第９条 略 第６条 ～ 第９条 略 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行す

る。 
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■ 建築基準法（抜粋） 

（書類の閲覧）  

第九十三条の二  特定行政庁は、確認その他の建築基準法令の規定による処

分並びに第十二条第一項及び第三項の規定による報告に関する書類のうち、

当該処分若しくは報告に係る建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理

者若しくは占有者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないも

のとして国土交通省令で定めるものについては、国土交通省令で定めると

ころにより、閲覧の請求があつた場合には、これを閲覧させなければなら

ない。 

参考資料２ 
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■ 建築基準法施行規則（抜粋） 

（書類の閲覧等）  

第十一条の四 法第九十三条の二 （法第八十八条第二項 において準用する

場合を含む。）の国土交通省令で定める書類は、次の各号に掲げるものと

する。ただし、それぞれの書類に記載すべき事項が特定行政庁の使用に係

る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記録され、必要

に応じ特定行政庁において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に

表示されるときは、当該記録をもつてこれらの図書とみなす。  

一  別記第三号様式による建築計画概要書  

二  別記第十二号様式による築造計画概要書 

三  別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書  

四  別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十六号

の九様式及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告概要書  

五  処分等概要書  

六  全体計画概要書  

七  指定道路図  

八  指定道路調書  

２ 特定行政庁は、前項の書類（同項第七号及び第八号の書類を除く。）を

当該建築物が滅失し、又は除却されるまで、閲覧に供さなければならない。  

３ 特定行政庁は、第一項の書類を閲覧に供するため、閲覧の場所及び閲覧

に関する規程を定めてこれを告示しなければならない。 

参考資料３ 
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■ 建築基準法施行規則（抜粋） 

（書類の閲覧等）  

第十一条の四 法第九十三条の二 （法第八十八条第二項 において準用する

場合を含む。）の国土交通省令で定める書類は、次の各号に掲げるものと

する。ただし、それぞれの書類に記載すべき事項が特定行政庁の使用に係

る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等に記録され、必要

に応じ特定行政庁において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に

表示されるときは、当該記録をもつてこれらの図書とみなす。  

一  別記第三号様式による建築計画概要書  

二  別記第十二号様式による築造計画概要書 

三  別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書  

四  別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十六号

の九様式及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告概要書  

五  処分等概要書  

六  全体計画概要書  

七  指定道路図  

八  指定道路調書  

２ 特定行政庁は、前項の書類（同項第七号及び第八号の書類を除く。）を

当該建築物が滅失し、又は除却されるまで、閲覧に供さなければならない。  

３ 特定行政庁は、第一項の書類を閲覧に供するため、閲覧の場所及び閲覧

に関する規程を定めてこれを告示しなければならない。 

参考資料３ 
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■ 川崎市建築計画概要書等の閲覧に関する規則

（趣旨） 

第１条 この規則は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第93条の２（同法

第88条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築計画概

要書、築造計画概要書、定期調査報告概要書、定期検査報告概要書、建築

基準法令による処分等の概要書及び全体計画概要書（以下「概要書」とい

う。）の閲覧に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（閲覧の場所） 

第２条 概要書の閲覧の場所（以下「閲覧所」という。）は、まちづくり局

指導部建築管理課とする。 

（休日） 

第３条 閲覧所の休日は、川崎市の休日を定める条例（平成元年川崎市条例

第16号）第１条第１項に規定する市の休日とする。 

（開所時間） 

第４条 閲覧所の開所時間は、午前８時30分から午後５時までとする。 

（閲覧所の臨時休日等） 

第５条 前２条の規定にかかわらず、市長は、概要書の整理その他必要があ

ると認めるときは、臨時に休日を設け、又は開所時間を伸縮することがで

きる。この場合において、市長は、あらかじめその旨を閲覧所に掲示する

ものとする。 

（閲覧の料金） 

第６条 概要書の閲覧は、無料とする。 

（閲覧の申請） 

第７条 概要書を閲覧しようとする者は、建築計画概要書等閲覧申請書（別

記様式）に必要事項を記入し、市長に申請しなければならない。 

（閲覧上の注意） 

第８条 閲覧者は、係員の指示に従い、概要書を閲覧しなければならない。 

（閲覧の停止等） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者の閲覧を停止し、又は禁

止することができる。 

(１) 前条の規定に違反したもの 

(２) 概要書を汚損し、若しくは破損し、又はそのおそれがあると認められ

るもの 

(３) 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがあると認められるもの 

（委任） 

第10条 この規則の施行に関し、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（略）

参考資料４ 
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■ 建築計画概要書等複写サービス取扱要綱

 （目的）

第１条 この要綱は、建築計画概要書等の複写サービス（以下「複写」という。）に関

し、必要な事項を定めるものとする。

 （複写対象・条件）

第２条 複写については、次の各号に定めるところにより行う。

 複写することができる資料は、「川崎市建築計画概要書等の閲覧に関する規則」

（昭和４６年川崎市規則第１号）に基づき閲覧申請がなされた建築計画概要書等と

する。

 複写は、１申請につき複写部分１部限りとする。

 川崎市情報公開条例（平成１３年川崎市条例第１号）の趣旨に基づき、建築計画

概要書に押印されている申請者印については、識別できないよう配慮する。

 （複写手続）

第３条 複写の申込みについては、閲覧申請の際、窓口で受け付ける。

 （複写料金）

第４条 複写料金については、１面１０円とする。

   附 則

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。

参考資料５ 


